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被災地における小学校統廃合の社会的費用­序論（文教大教育学部紀要第 53 集、2019 年）








































玉学園大紀要』第 20 巻、2021 年刊行予定）
６ https://data.unicef.org/resources/remote-learning-reachability-factsheet/
７ 国立教育政策研究所『少子高齢化社会における小中学校の配置と規模に関する資料集（第二集）― 附属
資料―』平成 22 年（2010 年）３月中には、① WEB 調査による全国市区町村教育委員会の小中学校適正
























 ①  平成 22 年２月の第一次調査は、長野県の統合前の３中学校（清内路中学校、飯山第二中学校、富士見南
中学校）の生徒のうち、１年次、２年次の生徒対象に実施された（なお、清内路中学校については、１年次、
２年次、３年次の生徒全員が対象となった）。
 ②  平成 22 年 10 月の第二次調査は、長野県の統合校である３中学校（阿智中学校、城南中学校、富士見
中学校）の生徒のなかで、２年次、３年次を対象に実施された（飯山第二中学校は約半分が城北中学校へ、
残りの半分が城南中学校に編入されている）。
 ③  調査用紙については、第一次調査と第二次調査では、以前に在籍した中学校を聞く設問などの他は、同一
である。中学生の生活と学習に関する環境調査として作成されている。






































18 なお、COVID-19 の発生からまだ日が浅く、諸外国の COVID-19 による学校閉鎖の教育達成への効果に関する
諸研究を体系的網羅的にレビューする段階にはないため、ここでは UNESCO や Brown 大学による成果な
どに限定して言及している。
19 拙稿「東日本大震災被災地の小学校統廃合の社会的費用の考察 - 学校閉鎖の効果研究と関連付けて」（『埼
玉学園大紀要』第 20 巻、2021 年刊行予定）
20 M. Kuhfeld, J. Soland, B. Tarasawa, A. Johnson, E. Ruzek, J. Liu: ”Projecting the potential impacts of 
COVID-19 school closures on academic achievement”, May 2020, Ed working paper No.20-226, Annenberg 
Brown University
21 学校教育法施行規則第 41 条には、「12 学級から 18 学級を標準とする」という規定が置かれ、それを踏まえ
「学校の適正規模」という観念が抱かれてきた。学校統廃合が全国に拡大している重要な背景はこの規定に
あり、長年にわたり「小さな学校」の解消が行政課題とされてきた。
22 なお、少子化・人口減少が中長期的人口（2011 年、2030 年、2050 年のシミュレーション）にどのような
影響を及ぼすか、小中学校の児童生徒数規模は約 1750 の市区町村単位ではどのように変化することが予
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 https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/013/008/shiryo/__icsFiles/afi eldfi le/2014/08/25/
1351336_4.pdf




24 国立教育政策研究所：公立小中学校統合に関しての廃校の選定基準等に関する調査研究（平成 22 年度プロ
ジェクト研究報告書、平成 23 年 3 月）参照
